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町長報告第９号 
 

件   名  日の出町二ツ塚廃棄物広域処分場に係る公害防止細目
協定書に基づく道路交通騒音・振動調査の運用に関す
る覚書の締結について 

 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

 

 本報告は、日の出町二ツ塚廃棄物広域処分場に係る公害防止細目

協定書に基づく道路交通騒音・振動調査の運用に関する覚書の締結

について報告するものでございます。 
 

 本覚書は、日の出町二ツ塚廃棄物広域処分場に係る公害防止細目

協定書第 1条第 16 項第 4号において規定の、道路交通騒音・振動の

調査について、エコセメント化施設更新期間中において馬場内科ク

リニック前での調査を追加する旨を規定するものです。 
  
 本調査は以前、玉の内の交差点近傍及び馬場内科クリニック前の

2 か所で実施しておりましたが、エコセメント化施設が稼働した平

成 18 年度以降騒音、振動ともに基準超過はなかったこと、平成 19
年と比較し、循環組合関係車両の通行台数は約 28％程度に減少して

いることを理由として、令和 8 年 3 月 31 日付で締結いたしました

公害防止細目協定において、調査箇所を玉の内の交差点近傍の１か

所に変更いたしました。 
 一方でエコセメント化施設更新工事が施工されることに伴い、工

事車両の通行台数増加が見込まれることから、工事期間中の調査場

所を追加する旨、覚書として締結いたしましたので、報告いたしま

す。 
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町長報告第１０号 
 

件   名  中間処理施設への立入調査実施の一部変更について 
 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

 

 本報告は中間処理施設への立入調査実施の一部変更について報告

するものでございます。 
 

 平成 22 年に中間処理施設において発生いたしました有害ごみの

不適正処理問題を受け、東京たま広域資源循環組合において平成 23

年から行っておりました、中間処理施設への立入調査の頻度につき

まして、1年に 1度から 2年に 1度へと変更したことを報告いたし

ます。 

 今回の変更につきましては、令和 8年 1月 28 日付で東京たま広域

資源循環組合より立入調査の一部変更について申入れがなされ、そ

の後令和 8年 3月 26 日付で町が了承したものです。 

 なお、今回の変更対象は、現在は搬入されておりませんが、今後

搬入される可能性のある廃棄物としております。 
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町長報告第１１号 
 

件   名  日の出町と日本郵便株式会社との包括的連携に関する
協定の締結について 

 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

 

日の出町と日本郵便株式会社との包括的連携に関する協定の締結

につきましては、相互に連携及び協力して、双方の資源を有効活用

しながら協働による活動を推進することにより、地域の防災、暮ら

しの安全、安心等について連携することを目的として、令和８年３

月 26日、日の出町役場において調印式を執り行いました。 

 

主な内容としましては、地域の防災に関する事項、町の魅力発信

に関する事項、高齢者・障がい者支援に関する事項、こどもの育成

に関する事項、環境保全・対策に関する事項において、相互連携・

協働による取り組みを図っていきます。 

 

 なお、以前からの取り組みであります、高齢者・障がい者の見守

り支援、不法投棄などの情報共有、災害時における協力などは継続

してまいります。 
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町長報告第１２号 
 

件   名  日の出町インフィニティ∞お祝い記念事業について 
 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、令和８年 8月 8日に結婚等で入籍される方をお祝いす

る事業でございます。 

 

日の出町インフィニティ∞お祝い記念事業につきましては、８が 

並び末広がりで縁起が良い日に、町内に住所または本籍地がある等、

町と縁がある方を対象に、婚姻届や出生届を提出される方へ町とし

て祝意を表し、人生の節目に地域全体で祝福することで、町の温か

さや移住・定住にもつながる事業として実施するものでございます。 

 

具体的な事業内容といたしましては、本事業を広報紙等で事前に

周知を行ったうえで、令和８年 8月 8日土曜日の午前中、婚姻届・

出生届を役場に提出される方を事前に募り、特別に開設する窓口に

て先着 8組の方々へのフォトパネルによる記念撮影、特別デザイン

の記念証、記念品を贈呈して祝福する予定でございます。 

 

届出をされる方々には良い記念日となることで、町や地域への愛

着・定住意識の醸成につながることが期待されます。 

また、周知を行うにあたっては、町の広報媒体による周知のみで

はなく、関係機関への協力、東京都結婚応援キャンペーン等を含め

たプレスリリース他により幅広く案内することで、町がライフイベ

ントに寄り添う姿勢やイメージアップ効果も期待しております。 

   

 

 

 

 

 



町長報告第１３号 
 

件   名  地方創生応援税制に伴う寄付採納について 
 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、西武信用金庫より「地方創生応援税制」に伴う寄付採

納があったため報告するものでございます。 

 

地方創生応援税制、いわゆる「企業版ふるさと納税」につきまし

ては、日の出町が策定する地域再生計画、「日の出町まち・ひと・し

ごと創生推進計画」の取り組みに対し、それに賛同する企業から寄

付をいただく仕組みとなっており、企業側としましても地域への貢

献に加え、法人関係税の税額控除が受けられる制度となっておりま

す。 

 

今回、西武信用金庫からは寄付金として 100 万円・大阪・関西万

国博覧会で設置された間伐材使用ベンチ２台・緊急災害時用段ボー

ルベッド 100 台の寄付採納願をいただき、令和８年４月３日(金)に

贈呈式を行いました。 

 

寄附金については、「時代に合った地域をつくり、安全・安心な暮

らしを守る事業」のために有効に活用させていただきます。 

間伐材使用ベンチについては図書館ブラウジングコーナーに設置

しており、来館者に親しまれております。 

緊急災害時用段ボールベッドにつきましては現在、製造中の段階

で 8月を目途に納品され、有事に備え備蓄させていただく予定でご

ざいます。 

 

 今後も制度の趣旨に則り、民間資金を活用した地方創生の取組の

活性化を図ってまいります。 

 

 

 



町長報告第１４号 
 

件   名  ふるさと応援納税推進事業支援サービスについて 
 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、ふるさと応援納税推進事業支援サービス（現地決済型

ふるさと納税）の契約締結状況および進捗について報告するもので

ございます。 

 

本事業は、観光客等の来訪者による寄付を促進し、地域内消費の

拡大や町内事業者の支援を図ることを目的としております。 

令和 8年 4月 1日付で、株式会社 DMC aizu を指定納付受託者と

して指定するとともに、ふるさと応援納税推進事業支援サービスの

契約を締結いたしました。 

 

 導入する現地決済型ふるさと納税は、町内の観光施設や飲食店等

を訪れた観光客等の来訪者が、スマートフォン等を用いてその場で

寄付を行い、返礼品として発行される電子クーポンを即時に町内事

業者で利用できる仕組みとなっております。 

町内でのレジャーや飲食は、ふるさと納税制度上「地場産品の提

供」として返礼品に該当するため、多くの事業者に参加いただける

ことを見込んでおります。 

 

なお、事業開始に伴う町の負担につきましては、収納寄付金に対

する一定割合の利用料のみであり、維持管理費は発生しない契約内

容となっております。 

 

5 月 20 日には事業者説明会を開催し、導入事業者の募集を開始し

たところであります。 

今後は、準備が整い次第、広報紙やホームページ等を通じて周知

を行い、円滑な事業開始を目指してまいります。 

 

 



町長報告第１５号 
 

件   名  ひのでブランド認定要綱の制定について 
 
担 当 課  企画財政課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、日の出町特産物の普及および地域ブランド化を推進す

るため、「ひのでブランド認定要綱」を制定したことについて、その

概要を報告するものでございます。 

 

「ひのでブランド」認定の目的でございますが、町の特産物を明

確化し、広く周知することで、知名度および発信力の向上を図り、

産業振興や観光振興につなげることを目指しております。 

あわせて、町民の皆様にとりましても、誇りを持てる産品として

郷土愛の醸成や地域の魅力再発見につながる効果を期待するもので

ございます。 

 

次に、要綱の主な内容でございます。 

町内で生産される加工品等を「名産品」、農産物などの一次産品を

「特産品」と位置づけ、町内に住所または事業所を有する個人・法

人等を認定対象としております。 

選定を経て認定された品目につきましては、認定証を交付すると

ともに、認定料 5,000 円を納付いただくことで、販売促進に関する

情報提供やＰＲをはじめ、旗・シール等のＰＲ資材を提供する制度

となっております。認定の有効期間は 5年間で、更新制としており

ます。 

 

最後に、今後の展開でございます。 

町といたしましては、パンフレットの作成、町ホームページでの

掲載、物販支援など、認定者や関係機関と連携しながら、地域活性

化に取り組んでまいります。  

  

 

 



町長報告第１６号 
 

件   名  日の出町国民健康保険 健康増進事業への寄附採納に
ついて 

 
担 当 課  町民課 

 
令和８年６月１日報告 

日の出町国民健康保険は、被保険者の健康づくりを社会全体で取り

組むため、民間企業等との連携協定を推進しています。 

 

このたび、令和７年８月５日に日の出町と健康増進に関する連携

協定を締結した第一生命保険株式会社東京西支社から、日の出町国

民健康保険が実施する健康増進事業への支援として 20万円の寄附

をいただき、去る令和８年５月１１日に寄附受領式を執り行いまし

た。 

 

お預かりいたしました寄附金は、日の出町民の健康増進に向けた

取り組みのために有効に活用させていただきます。 

 

 



町長報告第１７号 
 

件   名  日の出町 西武信用金庫 ㈱バイウィル カーボンニ
ュートラルの推進に向けた連携に関する協定について 

 
担 当 課  協働推進課 

 
令和８年６月１日報告 

 

令和 8年 4月 24 日に、日の出町と西武信用金庫と株式会社バイ

ウィルとの三者で、地球温暖化対策の推進及び脱炭素社会の実現に

向けた取り組みとして、「カーボンニュートラルの推進に向けた連

携に関する協定」を締結いたしましたので、報告するものでござい

ます。 

これは、東京都の「プログラム型プロジェクトを活用したカーボ

ンクレジット創出支援事業」において、都内参加団体２例目となる

先進的な試みでございます。 

本協定に基づき、今後は三者がそれぞれの強みを活かし、省エネ

機器の普及促進や再生可能エネルギーへの転換支援、さらには住民

の皆様の環境配慮行動を促す意識醸成に至るまで、多角的な視点で

取り組みを展開してまいりたいと考えております。 
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町長報告第１８号 
 

件   名  民生委員・児童委員の委嘱について 
 
担 当 課  福祉総務課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、民生委員・児童委員の委嘱について報告するものでご

ざいます。 

 

日の出町民生委員・児童委員の定数は、区域担当 25人、主任児童

委員２人の計 27人となっております。 

昨年 12 月に３年に１度の一斉改選が行われましたが、区域担当の

委員において、４人の欠員が生じておりました。 

 

令和８年４月に、第４自治会の区域担当候補者の方、１人を日の

出町民生委員推薦会において審議し、東京都へ推薦しておりました

が、６月１日付で、厚生労働大臣より、新たに民生委員・児童委員

として委嘱されることとなりました。 

 これにより、民生委員・児童委員の人員数が、区域担当 22人、主

任児童委員２人の計 24人となりました。 

 

 なお、第６自治会、第９自治会、第 10自治会の３地区において、

３人の欠員が生じております。 

 今後も、地元自治会、福祉関係団体等と連携し、民生委員・児童

委員の確保に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 



町長報告第１９号 
 

件   名  地域農業経営基盤強化促進計画（通称「地域計画」）の
更新について 

 
担 当 課  産業観光課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、地域農業経営基盤強化促進計画（通称「地域計画」）の

更新について報告するものでございます。 

 

令和５年４月に改正された「農業経営基盤強化促進法」に基づき、

地域農業の将来像を描くもので、この改正により「地域農業経営基盤

強化促進計画」（通称「地域計画」）として令和７年３月に策定いたし

ました。 

この地域計画では、当該区域の土地所有者や農業者、農業委員会な

どの関係者と「協議の場」を設け、農用地の利用の集積、集団化を図

り、将来にわたって農地を残すために、１０年後の農地利用の「計画」

と「目標地図」を作成いたします。 

 
地域計画の対象は市街化区域を除いた区域とされ、日の出町農業振

興地域整備計画に基づき、農業振興地域の農用地に指定された地区か

ら、一定の面積を有している三吉野油田地区と隣接している東本宿地

区の一部を計画の対象地区としております。 

 

この地域計画は、農地が適切に利用されるよう、随時変更や更新を

想定しており、令和７年度においては、１２月までに集積が図られた

農用地について更新を行いました。 

今後も必要に応じて協議の場や検討委員会を開催し、１０年後の将

来像に向けた取り組みを推進してまいります。 

 

  

 

 

 

 

 



１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④　区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤　区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における75才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２）　地域農業の現状及び課題

（３）　地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

目標年度 令和１６年度

市町村名
(市町村コード)

日の出町

（13305）

地域名
（地域内農業集落名）

三吉野油田・東本宿地区

（平井）

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和　７年　３月　１０日

更新年月日
令和　８年　３月　３１日

（第１回）

7.7

8.1

（備考） ⑤は、町内で引き受ける意向のあるすべての農地面積の合計。（規模拡大意向の面積）

注１：①については、農業振興地域担当部局と調整の上、記載してください。
　 ２：②及び③については、農業委員会の農地台帳の面積（現況地目）に基づき記載してください。
 　３：④については、規模縮小又は離農の意向のある農地面積を記載してください。
　 ４：⑤については、区域内に特定することができない場合には、引き受ける意向のあるすべての農地面積を記載の上、
　  備考欄にその旨記載してください。
 　５：（参考）の区域内における75才以上の農業者の農地面積等については、できる限り記載するように努めてください。
 　６：「区域内の農用地等面積」に遊休農地が含まれている場合には、備考欄にその面積を記載してください。

注：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してください。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 17.8

①　農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 17.8

②　田の面積 0

③　畑の面積（果樹、茶等を含む） 17.8

現状の集積率 24.7 ％ 将来の目標とする集積率 69.7

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

　当地区の農地は、町の南部、あきる野市と接した位置にあり、昭和60～63年に三吉野油田地区土地改良事業で整備
した平坦な畑地帯である。農業振興地域内であり、多くの農地は農用地区域に指定されている。主な農産物は、さとい
も、だいこん、じゃがいもなど露地野菜及びトマト、キュウリなどの施設野菜であり、一部は町民農園としても利用されて
いる。新規就農者や法人も参入し、経営面積規模の拡大を希望する経営体もある。
　しかし、農地所有者等へのアンケート調査によると、農地所有者の６割以上が”耕作面積規模の縮小”や”離農”の意
向を示しており、このままでは遊休農地の更なる増加が懸念される。そのため、当地域での営農が定着し、規模拡大の
意向のある経営体や新規就農者などに農地の利用集積を図り、将来にわたり農地の有効活用を図る必要がある。ま
た、耕作地が飛び地となっており、集約化等により利用効率を高める必要がある。さらに、農業用水利用の利便性確保
対策が求められている。

　平坦な畑地帯が広がる環境を生かして、露地野菜、施設野菜など多様な農業が営まれている。また、都心に近い立
地にあって緑豊かな自然環境を有しているという条件を生かし、リフレッシュを兼ねた体験型農業、観光農業を含め、多
様な経営体による農業を目指す。そのため、農地の集積・集約化を進めつつ、新たな担い手の確保と育成、農地の適
正管理を推進する。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

　農地中間管理機構への貸付けを進め、担い手（認定農業者、認定新規就農者など）への農地の集積・集約化を基本
としつつ、担い手の農作業に支障がない範囲で、地域農業を担う多様な者により農地の有効利用を進める。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

　担い手が利用する農地の集約化を推進し、団地化を図る。



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

✓ ⑩その他

　貸出希望または離農希望者の農地について、農地中間管理機構に貸し付け、土壌条件や担い手の経営意向を踏ま
えて、段階的に集約化を進める。

（３）基盤整備事業への取組

　担い手のニーズを踏まえ、今後検討を進める。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

　東京都、東京都農業会議、秋川農業協同組合などと連携し、地域内外から多様な経営体を含めたマッチングを進め
る。さらに栽培技術指導や空家の紹介の支援など、相談から定着まで切れ目のない取り組みを展開する。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

　　農地中間管理事業を活用して、認定農業者や認定新規就農者を中心に、担い手への農地の集積を進める。また、
生産効率を高めるため、経営耕地の集約化を検討する。

（２）農地中間管理機構の活用方法

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携

【選択した上記の取組内容】

⑩その他の取組
　　区域内にある共同利用井戸の同一敷地内に、共同で利用できる農産物出荷調整作業場の設置を検討している。

　今後検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④輸出 ⑤果樹等



４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）
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ha ha ha ha

５　農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

６　目標地図（別添のとおり）

７　基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

経営面積
作業受託

面積
目標地図
上の表示

備考

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託

面積
経営作目等

計 13経営体 4.82 0 12.91 0
注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する
　　集落営農は「集」、基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は
　　「サ」、上記に該当しない農用地等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。
　２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積
　　を記載してください。
　３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
　４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、
　　経営面積に含めてください。
　５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努め
　　てください。

番号
事業体名

（氏名・名称）
作業内容 対象品目

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意な
く、関係者の意見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当たっ
ては、利用目的をできる限り特定し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対
し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供する
場合は、氏名を削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

別紙１のとおり



【別紙1】

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）
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1 ha ha ha ha (1)

2 ha ha ha ha (2)

3 ha ha ha ha (3)

4 ha ha ha ha (4)

5 ha ha ha ha (5)

6 ha ha ha ha (6)

7 ha ha ha ha (7)

8 ha ha ha ha (8)

9 ha ha ha ha (9)

10 ha ha ha ha (10)

11 ha ha ha ha (11)

12 ha ha ha ha (12)

13 ha ha ha ha (13)

計 ha ha ha ha

ha ha

ha ha

％ ％

属性
農業を担う者
（氏名・名称）

現状
10年後

（目標年度：令和 年度）

経営作目等 経営面積
作業受託
面積

経営作目等 経営面積
作業受託
面積

目標地図上
の表示

備考

利用者 (1) 野菜 0.42 野菜 0.52

認農 (2) 野菜 0.56 野菜 2.56

認農 (3) 野菜 0.17 野菜 0.37

2.87

認農 (5) 野菜 0.37 野菜 1.82

認農 (4) 野菜 0.72 野菜

0.13認農 (8) 野菜 0.13 野菜

0.48

認就 (7) 野菜 0.18 野菜 2.18

認農 (6) 野菜 0.28 野菜

0.15

認農 (10) 野菜 0.30 野菜 0.30

認農 (9) 野菜 0.15 野菜

0.59

認農 (12) 野菜 0.86 野菜 0.86

認農 (11) 野菜 0.59 野菜

4.82 12.91

0.10認農 (13) 野菜 0.10 野菜

担い手への集積率 24.7 69.7

うち担い手（認農・認就・基本構想基準達成者） 4.40 12.40

全体 17.8 17.8



町長報告第２０号 
 

件   名  ひので観光大使の委嘱について 
 
担 当 課  産業観光課 

 
令和８年６月１日報告 

本報告は、ひので観光大使の委嘱について報告するものでござい

ます。 

 

町の魅力を広く内外へ発信し、観光振興及び地域活性化を図ること

を目的として、「ひので観光大使」を設置し、このたび、日の出町出

身のお笑いコンビ スパイシーガーリック のジョン氏を、ひので観光

大使として委嘱する予定であります。 

 

なお、本人からの同意書につきましては、本年 5月 7日に提出をい

ただいております。 

 

ジョン氏には、今後、町の観光資源や特産品、イベント等の PR 活

動にご協力いただき、町の知名度向上や交流人口の増加につなげてま

いりたいと考えております。 

 

また、委嘱式の日程につきましては、町のイベント開催にあわせ、

現在調整を進めております。 
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